
 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
 



  
 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 



 
 

 
 

 
 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

 

 
 



 
 

 
 

 

 
 

 

 

 

 
 

 
 

 
 
 

  
 

 
 

  
  

 



 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 



 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 



 
 

 

 

 
 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 
 



 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 



 
 

 

 
 

 

 
 
 

  
 

 
 

 
 
 

  
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 



 
 
 

  
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 



監事報酬に関する規則 

 
 
（目的） 
第１条 この規則は、公益社団法人埼玉公共嘱託登記土地家屋調査士協会の監事報酬の支

給に関し、定款第２６条に基づき、適正な運営を図るため必要な事項を定めることを目

的とする。 
 
（定義） 
第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 
（１）報酬とは、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第 5 条第 13 号で

定める報酬、賞与その他の職務遂行の対価として受ける財産上の利益及び退職手当であっ

て、その名称のいかんを問わず費用とは明確に区分されるものとする。 
（２）費用とは、職務の遂行に伴い発生する交通費、通勤費、旅費（宿泊費含む）、手数料

等の経費をいい、報酬とは明確に区分し別に定めるものとする。 
 
（監事報酬の額） 
第３条 報酬の限度額は、別表の通りとする。 
２ 各々の監事の報酬額は、前項の限度額の範囲内で、監事の協議によって定める。 
 
（監事報酬の支給） 
第４条 報酬は、勤務の態様に応じ、月額又は年度の最終月に支給する。 
２ 報酬等は通貨をもって本人に支給する。ただし、本人の指定する本人名義の金融機関口

座に振り込むことができる。 
３ 報酬は、法令の定めるところにより控除すべき金額を控除して支給する。 
 
（期間計算） 
第５条 報酬は毎月２１日から翌月の２０日までを１月として計算する。 
２ 監事が就任又は退任した時期が前項で定める１月の中途であった場合の報酬の限度額

は、退任した日が当該月の５日以前であったとき又は就任した日が６日以降であったとき

は、別表に定める報酬の半額とする。 
 
（規則の改廃） 
第６条 この規則を改廃するには総会で決議しなければならない。 
 

附則 
（施行期日） 



１ この規則は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財

団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第 106 条第 1
項に定める公益法人に設立の登記の日から施行する。 

 
（施行期日） 
１ この規則は、令和２年９月４日より施行する。 
 
 
別表 

役員名 報酬月額 
監事 50,000 円 

 
 



理事報酬に関する規則 

 
（目的） 
第１条 この規則は、公益社団法人埼玉公共嘱託登記土地家屋調査士協会の理事報酬の支

給に関し、定款第２６条に基づき、適正な運営を図るため必要な事項を定めることを目的

とする。 
 
（定義） 
第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに 
よる。 
（１）報酬とは、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第 5 条第 13 号で

定める報酬、賞与その他の職務遂行の対価として受ける財産上の利益及び退職手当であっ

て、その名称のいかんを問わず費用とは明確に区分されるものとする。 
（２）費用とは、職務の遂行に伴い発生する交通費、通勤費、旅費（宿泊費含む）、手数料 
等の経費をいい、報酬とは明確に区分し別に定めるものとする。 
 
（理事報酬の種類及び限度額） 
第３条 理事の報酬は、定額報酬と執務報酬の二種とする。 
２ 定額報酬の限度額は、別表のとおりとする。 
３ 執務報酬は、別に定める理事執務報酬規程のとおりとする。 
 
（理事報酬の支給） 
第４条 報酬は、勤務の態様に応じ、月額又は年度の最終月に支給する。 
２ 報酬等は通貨をもって本人に支給する。ただし、本人の指定する本人名義の金融機関 
口座に振り込むことができる。 
３ 報酬は、法令の定めるところにより控除すべき金額を控除して支給する。 
 
（期間計算） 
第５条 報酬は毎月２１日から翌月の２０日までを１月として計算する。 
２ 理事が就任又は退任した時期が前項で定める１月の中途であった場合の報酬の限度額

は、退任した日が当該月の５日以前であったとき又は就任した日が６日以降であったと

きは、別表に定める報酬の半額とする。 
 
（規則の改廃） 
第６条 この規則を改廃するには理事会で決議のうえ総会に報告しなければならない。 
 
附 則 
（施行期日） 



１ この規則は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益

財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第 106 条第

1 項に定める公益法人に設立の登記の日から施行する。 
 
附則 
（施行期日） 
１ この規則は、令和元年４月１７日より施行する。 
 
（施行期日） 
１ この規則は、令和５年５月２９日より施行する。 
 
 
別表 

役員名 報酬月額 
理事長 140,000 円 
副理事長 90,000 円 
専務理事 90,000 円 
常任理事 60,000 円 
理事 40,000 円 

 




